
＜国税局調査部における取組＞

納税者の税務コンプライアンスの維持・向上に向けた取組
～協力的手法を通じた自発的な適正申告の推進～

大企業の税務コンプライアンスの維持・向上を図るためには、経営責任
者等の積極的な関与・指導の下、大企業が自ら税務に関するコーポレート
ガバナンス （以下 「税務ＣＧ」といいます。）を充実させていくことが
重要かつ効果的であることから、その充実を促進することを目的とした取
組です。
※ 税務CG：税務について経営責任者等が自ら適正申告の確保に積極的に関与し、必要な内
部体制を整備すること

国税庁ホームページ（www.nta.go.jp）
（ホーム / 利用者別に調べる / 法人の方 / 大規模法人向けの情報を調べる / 大規模法人の税務コンプラ
イアンスの維持・向上を図る取組に関する情報 / 税務に関するコーポレートガバナンスの充実に向けた取組につ
いて（調査課所管法人の皆様へ））

税務に関するコーポレートガバナンス
の充実に向けた取組

納税者が申告書提出前に自主的に申告書の記載誤り等を防止することが
できるよう、税務上誤りが生じやすいと認められる事項を表形式でとりま
とめた「申告書確認表」と「大規模法人における税務上の要注意項目確認
表」を、申告書作成前と提出前に活用していただくことを目的として国税
庁ホームページに公表しています。

申告書の自主点検と税務上の自主監査
のための確認表の活用

国税庁ホームページ（www.nta.go.jp）
（ホーム / 利用者別に調べる / 法人の方 / 大規模法人向けの情報を調べる / 大規模法人の税務コンプラ
イアンスの維持・向上を図る取組に関する情報 / 「申告書の自主点検と税務上の自主監査」に関する情報（
調査課所管法人の皆様へ））

OECD税務長官会合（FTA：Forum on Tax Administration）などの国際的な
議論においては、税務コンプライアンス向上のためには、調査のみな
らず、税務当局と大企業が協力的に行動する取組（Co-operative Compliance

Approach）が重要であるとされています。
「納税者の自発的な納税義務の履行を適正かつ円滑に実現する」と

いう国税庁の使命を果たしていくため、我が国においてもこれを「協
力的手法」と称し、自発的な適正申告が期待できる大企業には、以下
のような取組を行うとともに、調査必要度の高い法人へ調査事務量を
重点的に配分することとしています。
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税務に関するコーポレートガバナンス
の充実に向けた取組

取組の概要

企業との協力関係の構築

税務コンプライアンスの維持・向上
② 税務CGの判定

① 税務CGの確認

④要改善事項への
対応

企 業 当 局

 不適切な税務処理の発生リスク軽減
 税務調査対応の負担軽減

 リスク・ベース・アプローチに基づく税務
調査の重点化

※ 調査課所管法人のうち、調査部特別国税調査官所掌法人（約500社）を対象

③経営責任者等との面談

（要改善事項の伝達等）

再発防止に向けた取組（再発防止促進プログラム）

 取組の概要
 税務調査で把握された誤りについて、国税当局から紹介する再発防止に関
する効果的な事例等を参考に再発防止策の策定及び運用を依頼

 調査省略となる事業年度において、国税当局が企業の再発防止策の策定及
び運用状況について聴取

 聴取した再発防止策の策定及び運用状況を次回調査に引き継ぎ、その状況
を踏まえ次回調査を実施

税務CGの充実に向けた取組をより一層促進させる観点から、税務調査で
把握された誤りについて、再発防止策の策定及び運用を依頼する取組を実施

① 税務調査の機会に税務ＣＧの状況を確認
② 確認結果を踏まえ、その法人の税務ＣＧの状況を評価・判定
③ 調査終了時に、国税局調査部長等が法人の経営責任者等と面談し、評価結果
を伝達するとともに、今回調査での是正事項の再発防止策を含め、要改善事項
に関して、効果的な取組事例を紹介しつつ意見交換

④ 法人の経営責任者等はその面談を踏まえ、要改善事項への対応を行う



令和３事務年度の実施状況

24%

67%

9%

良好（27法人）

おおむね良好（76法人）

改善が必要（10法人）

 評価結果
令和３事務年度から、経営責任者等との面談時に税務ＣＧの評価結果を「良

好」、「おおむね良好」、「改善が必要」の３区分により口頭で伝達しており
ます。

令和３事務年度における評価結果（３区分）の内訳は、以下のとおりです。

 確認項目別の評価結果
令和３事務年度における評価結果の確認項目別の内訳は、以下のとおりです。

76%

27%

21%

30%

64%

23%

43%

41%

42%

25%

1%

30%

38%

28%

11%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①経営責任者等の関与・指導

②税務（経理）担当部署等の体制・指導

③税務に関する内部牽制の体制

④税務調査での指摘事項等に係る再発防止策

⑤税務に関する情報周知

良好 おおむね良好 改善が必要



経営責任者等の関与・指導の重要性

税務ＣＧの評価・判定については、「経営責任者等の関与・指導」や「税務（経理）
担当部署等の体制・機能」など５つの確認項目の状況を確認して行っています。

「①経営責任者等の関与・指導」においては、
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その中でも、「①経営責任者等の関与・指導」は、その他の項目を充実させる
上でも影響が大きく、法人の税務コンプライアンスの維持・向上を図るために、
最も重要な項目であると考えられます。

・ 税務コンプライアンスに関する意識の醸成を図るため、社訓や指針等への
税務に関する事項の記載

・ 企業（グループ）としての税務に対する取組方針を明確化するため、税務
方針やタックスポリシー等の公表

などの状況を確認し、評価のポイントとしております。
令和３事務年度における評価結果の確認項目別の内訳においては、上記①が

「良好」と評価されている法人が約８割となっており、一定程度、「経営責任
者等の関与・指導」が充実している状況にあると言えます。

（参考）税務方針やタックスポリシー等の公表状況
令和３事務年度に税務ＣＧの判定を行った法人（113法人）の税務方針やタックスポリシー等の公表状況

を確認（※）したところ、約６割の法人が自社のホームページで公表している状況となっております。
※ 国税庁調査査察部調査課において、各法人のホームページを確認する等の方法により集計

その一方で、上記②～④については、「改善が必要」と評価されている法人
が約３～４割となっており、今後、それらの項目（税務に関する内部牽制の体
制等）を充実させていくことが必要になってくると考えられます。

① ② ③ ④ ⑤



効果的な改善事例
大企業は、コーポレートガバナンスの充実を図る中、税務コンプライアンスの維持・向上に

効果的な取組を実施しています。税務調査で把握された誤り等について、企業が再発防止に向
けた改善策を策定し、適切に運用することは、税務コンプライアンスを維持・向上させる上で
重要です。
次の事例は、税務調査における指摘事項に対して調査後に企業が取り組んだ改善策の中で、

次回調査において再発防止が図られているとして実効性が認められた取組の一例です。

（指摘事項）
 仕入割戻金の未収計上漏れ

（再発防止策）
 経営責任者等の指示の下、経理部主導で関係部署への勉強会の開催及び新た

なシステムを導入してデータでの管理を推進し、毎月大量に生じる割戻金の
未収管理について改善するとともに、業務量を効率的に再分配し、内部牽制
の体制整備等も実施した。

事例１（勉強会の開催・新たなシステムの導入）

（指摘事項）
 ソフトウェアの資産計上漏れ

（再発防止策）
 ソフトウェア投資に対する認識を共有するため、定期的に経理部と開発部門で

ミーティングを実施し、会計・税務処理が適正か確認を行うなどの再発防止策
を策定。再発防止策は、経理部が運用状況を定期的に確認の上、その結果を経
営責任者等に報告し、順次、見直しや運用の徹底を指示。

事例２（定期的なミーティング・経営責任者等への報告）

勉強会の開催 新たなシステムの導入

システム
未収
管理

定期的なミーティング 経営責任者等への報告

報告

報告書

・データの管理方法
・未収管理
・・・・・・・
・・・・・・・
・・・・・・・



申告書

帳簿、決算・取引
関係書類等

申告書確認表

大規模法人における
税務上の要注意項目

確認表
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取組のイメージ

例年２月頃に、税制改正等に対応した改訂版を国税庁ホームページに掲載しています。

改訂版の掲載予定

申告書の自主点検と税務上の自主監査
のための確認表の活用

これらの確認表を活用していただいた場合には、「会社事業概況書」の所定の欄に、
「活用の程度」を記載いただきますようお願いいたします。

＜活用時期＞申告書作成後（提出前）
＜活用効果＞別表調整など申告書記載誤りを防止

申告書確認表１

＜活用時期＞申告書作成前
＜活用効果＞決算・申告調整事項の把握漏れを防止

大規模法人における税務上の

要注意項目確認表２

確認項目と申告書別表の対応関係がビジュ
アル的に把握できるよう、申告書別表形式の
確認表も用意しています。


